
抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等にお
ける中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　当市では、健全な経営を目的として包括的民間委託を行っている先進地視察、九州圏内で受託を請負っている３者
から見積りの徴取など、平成25年度及び平成26年度にかけて検証を実施した。その検証により、緊急災害時の対応を
含め現行の職員との比較を行い、費用対効果や職員の減員によるスケールメリットが見込めないとの結果に至った。
これらのことから、当市のような小規模事業体では、現行の体制を維持すること以外で、対処方法がない状況である。
　包括的民間委託にて、緊急災害時の対応を含め費用対効果などのスケールメリットが見込める状況が生まれれば、
経営改革の一貫として再度検討して行く。
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団体名 業種名 事業名 施設名

えびの市 水道事業 ― ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



団体名 業種名 事業名 施設名
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抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等にお
ける中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　当院における経営に係る中長期的な視点としては、えびの市病院改革プランにおいて、地域医療確保の観点から公
立病院として担うべき役割を明確にし、病床機能分化による効率的な医療提供体制の構築を図りつつ、市の中核病院
として継続して市民ニーズに沿った医療サービスの提供や救急医療の確保ができるよう安定した経営を目指すことを
示している。さらには、当該プランでは、事業の統廃合や民間委託等の手段ではなく、現行の経営体制・手法に今後の
えびの市の地域医療に必要とされる医療機能や安定した収支状況につながる経営上の改善を加えることにより、医
療・介護・福祉施設等の地域医療連携の中心的役割を果たし、当院の永続性を図っていくこととしている。
　当該改革プランは令和2年度までを計画期間としており、期間中の実績としては、地域包括ケア病床を導入し、急性
期病床の一部を回復期へ転換することを達成した。しかしながら、病床転換とともに大きな目標としていた医師確保は
果たせず、また、新型コロナウイルス感染症の発生により、大きく患者数を減らすことなり、プランで見込んでいた収支
改善には至らなかった。
　今後の当院の病院経営については、新型コロナウイルス感染症患者や当該感染症の回復期患者の受入れ、新興感
染症への対応など国が求める役割を果たせる体制を維持しながら、令和2年度から委嘱した経営アドバイザーのもと
経営改善を図っていく考えである。なお、次期改革プランについては国が新たに示すガイドライン及び地域医療構想調
整会議における再検証結果を踏まえて策定していく予定である。（地域医療構想調整会議における再検証は新型コロ
ナウイルス感染症対応のため中断中）。

●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



団体名 業種名 事業名 施設名

えびの市 宅地造成事業 その他造成 ー
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抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等にお
ける中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　本会計は公営企業会計における産業団地整備に特化した特別会計であり、財源は地方債、繰入金、補助金を主とし
て整備し、造成完了後は土地売却収入をもって地方債の償還に充てる予定としており、償還終了後は本会計を廃止す
る予定としているため、当面は現行の経営体制及び経営手法を継続するものである。

●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


